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1. 序論 

本稿では、感染機会が個人間で異なるときの感染症対策として、選択的な活動制限を検
討する。社会経済活動の制限が感染症対策の（強い）手段として用いられているのは、社
会経済活動が感染症の流行と相関しているからである。このことは社会の集団レベルだけ
でなく、個人レベルでも成立すると考えられよう。すなわち、社会経済活動が活発な個人
ほど感染機会が多く、感染しやすいという傾向があるという考え方である。 
このような考え方のモデル化として、May and Anderson (1988)は後天性免疫不全症候群

（AIDS）を対象にして、感染機会をもつ接触の個人差を SIRモデルに組み入れた分析をお
こなった 1。その後、複雑ネットワークの研究分野として発展しており、稲葉編(2020、第
6 章)、増田・今野(2010、第８章)のような日本語による解説も利用可能である。分析方法
は大きく、(1)計算機によって複雑ネットワークを構成したシミュレーション分析、(2)ネ
ットワーク構造を直接扱わず、未感染者の平均的な感染機会に着目する平均場理論（mean 
field theory）による分析、に分かれる。 
社会経済活動の制限はそれらから生まれる価値の消失がともなうものであり、対策にと

もなう費用が発生する。本稿の目的は、この費用を考慮に入れて感染症対策のあり方を論
じることである。シミュレーション分析で複雑なネットワークを構築すると、考慮できる
感染症対策が限定され、岩本(2021a)で展望された枠組みで感染症対策の規範分析をおこ
なうことは困難である。一方で、（複雑ネットワークには分類されない）社会ネットワー
クによる感染を平均場理論によって扱いやすくする手法は Montalbán, Corder and Gomes 
(2022)、Novozhilov (2008)等により発展させられ、Aguas et al. (2020)、Dimarco et al. 
(2021)、Gomes et al. (2022)等によって新型コロナウイル感染症に適用されているが、こ
の手法によるモデルは岩本(2021)での多次元 SIR モデルの枠組みで理解すること可能であ
る。本稿では、この種類のモデルに基づいて、社会ネットワークによる感染の対策の考え
方を整理する。 
この分野の研究では、感染機会の異質性を考慮すると、流行の収束が早くなることが知

られている。これは、初期は感染しやすい個人が多く感染することで、平均的な感染速度
が時間とともに低下するからである。感染症対策によっても感染速度は低下すると考えら
れるが、対策の強弱にかかわらず流行が下火になることが日本や外国のこれまでの経験で
見られており、ある程度感染しやすい個人が感染すると流行が下火になる「局所的集団免

 
* 2022 年 4月 3 日。 
本稿は、岩本(2021a)の補遺として、局所的集団免疫に関係する課題を解説したものであ
る。岩本(2021a)に現れる記号は、とくに断りなく使用する。本稿の作成に当たっては、
JSPS 科学研究費補助金（基盤研究 C）21K01522の助成を受けた。 
1 Anderson et al. (1986)は、モデルを定式化したものの分析にはいたらなかった。 
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疫」が生じていると考えられている。図 1 のように、日本での実績は、同質的な個人から
構成される SIR モデルの予測値よりも早く流行が下火になっている。本稿で説明するモデ
ルは、この局所的集団免疫効果を比較的簡単に表現することができ、分析の主目的がネッ
トワークとは別にある研究（例えば、感染症の経済への影響を考慮したモデル分析）に実
際の流行の現実性をもたせる際にも有用である。 
 
図 1 新規感染者の推移 

 
（注）横軸は日付、縦軸は人（常用対数）。青は NHK 調べの新規陽性者の 7 日間移動平均。
オレンジは同質的 SIR モデルによる予測値。基本再生産数は 1.7（「新型コロナウイルス感
染症の流行シナリオ（2 月 29 日時点）」（新型コロナウイルス感染症対策専門家会議資料、
2020 年 3 月 2 日）による）、平均世代期間は 6 日。初期値（累積陽性者が 100 人を超えた
2020 年 2 月 21 日）の感染者数を人口（125,988,000 人、2020 年 1 月 1 日現在推計人口）
の10−6とする。4 節のシミュレーションの必要上、回復者・死亡者の初期値は感染者の初
期値と同数とする。 

 
本稿の構成は、以下の通りである。2 節では、社会ネットワークから感染が生じるモデ

ル（「ネットワーク SIRモデル」と呼ぶ）を構成する。3 節では、ネットワーク SIRモデル
での望ましい感染症対策のあり方を議論する。4 節では、局所的集団免疫効果を岩本
(2022)によるファクターX の定式化で表現し、これに関係するパラメータを推定した研究
を概観する。5 節では、本稿の結論が要約される。 
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2. ネットワーク SIR モデル 

2.1 新規感染の発生 
経済には、未感染者（感受性人口）𝑆𝑆、感染者（感染性人口）𝐼𝐼、感染症からの回復者・

死亡者𝑅𝑅がいる。個人は社会経済「活動量」が異なり、自然数である活動量𝑖𝑖によって分類
されると考える 2。グラフ理論によって社会ネットワークを、個人を頂点（vertex、あるい
は node）とし、点と点を結ぶ線を辺（edge、あるいは link）として表現すると、活動量は
頂点から出た辺の本数（次数、degree）に対応している。 
人口の流入はないものとし、各活動量の未感染者、感染者、回復者・死亡者の合計は感

染前経済の人口𝑁𝑁𝑖𝑖で一定として、 
𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡) + 𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡) + 𝑅𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡) = 𝑁𝑁𝑖𝑖 (1) 

となる。全体の人口は 

�𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

+ �𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

+ �𝑅𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

= 1 

のように基準化する。それぞれの活動量の人口の動学は、SIR モデルによって 
�̇�𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡) = −𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡) (2) 

𝐼𝐼�̇�𝑖(𝑡𝑡) = 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)− 𝛾𝛾𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡) (3) 
�̇�𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡) = 𝛾𝛾𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡) (4) 

と表される。𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖は集団𝑖𝑖の新規感染者、𝛾𝛾は全人口で共通の平均世代期間である。 
岩本(2021a、[34]式)では、多次元 SIR モデルとして、集団𝑖𝑖の未感染者の集団𝑗𝑗からの新

規感染者を、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗(𝑡𝑡) = 𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗(𝑡𝑡)𝑝𝑝𝑖𝑖𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑁𝑁𝑗𝑗(𝑡𝑡)

(5) 

と表した。ここで、𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗は集団𝑖𝑖の 1人が集団𝑗𝑗の個人と接触する回数（接触率、contact rate）、
𝑝𝑝𝑖𝑖𝑗𝑗は接触者のうちの感染者の割合（二次感染率、secondary attack rate）、𝑁𝑁𝑗𝑗は集団𝑗𝑗の人口
（死亡者除く）である。新規感染者の発生については、全体のネットワークを扱うのでは
なく、個人に対する平均的な影響に着目する平均場理論（mean field theory）によって考
える。 
感染前経済での集団𝑖𝑖と集団𝑗𝑗との接触総数を𝑁𝑁𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗とすると、集団𝑖𝑖の接触総数は、 

𝑖𝑖𝑁𝑁𝑖𝑖 = �𝑁𝑁𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗
𝑗𝑗

 

であり、 

 
2 活動量が連続変数であり、正の実数で表されるとする研究も多い。分析には本質的な差
異は生じない。 
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𝑖𝑖 = �𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗
𝑗𝑗

 

となる。特定の集団と接触しやすい傾向がないと考えて、集団𝑗𝑗との接触は全体の接触数の
うちの集団𝑗𝑗の接触数の割合に応じて決まるとすると、接触率は、 

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗 = 𝑖𝑖
𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗
∑ 𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗𝑗𝑗

(6) 

となる。人口当たり死亡率が集団で異なると、接触率は時間を通して変化することになる
が、モデルでの扱いは難しくなる。ここでは、人口変化の影響は小さく、感染前経済の接
触率が維持されると便宜上、仮定する。感染症が流行し、また、集団𝑗𝑗との接触で感染者と
接触する割合は、 

(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗(𝑡𝑡)

(7) 

となると考えられる 3。ここでも人口変化の取り扱いは難しく、(7)式は、分母の人口を感
染前人口に置き換えた、 

(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗

(8) 

で近似できると便宜上、仮定する。感染者の接触の 1 つは他の感染者から感染した経路な
ので、これを除外してある。二次感染率はどの接触でも一定で𝑝𝑝と仮定すると、(6)式と(8)
式を(5)式に代入して変形すると、新規感染者は、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗(𝑡𝑡) = 𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑖𝑖
𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗
∑ 𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑝𝑝
(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)

𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗
=

𝑝𝑝
∑ 𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗𝑗𝑗

𝑖𝑖(𝑗𝑗 − 1)𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝐼𝐼𝑗𝑗 = 𝛽𝛽0𝑖𝑖(𝑗𝑗 − 1)𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝐼𝐼𝑗𝑗 (9) 

となる。ここで、 

𝛽𝛽0 ≡
𝑝𝑝

∑ 𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗𝑗𝑗
 

である。 
(9)式を集団𝑗𝑗について合計すると、集団の新規感染者は、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡) ≡�𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

= 𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)�(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

(10) 

となる。(10)式から、未感染者が感染する確率𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖 𝑆𝑆⁄ （感染力、force of infection）は活
動量に比例することがわかる。同時に、同質的な SIR モデルとは違って、感染者の人口に

 
3 社会ネットワークでは、似通った集団での接触が多くなること（assortative mixing）が考
えられる。その場合は、集団𝑖𝑖の接触総数のうちの集団𝑗𝑗との接触の割合がかならずしも集
団𝑗𝑗の接触数𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗には比例しない。集団𝑖𝑖の接触総数のうちの集団𝑗𝑗との接触数を𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗|𝑖𝑖とすると、 

𝐶𝐶𝑖𝑖𝑗𝑗 = 𝑖𝑖
𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗|𝑖𝑖

∑ 𝑗𝑗𝑁𝑁𝑗𝑗|𝑖𝑖𝑗𝑗
 

となると考えて、モデルを構成することができる。 
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比例するのではなく、感染者全体の活動量に比例する。 
 
2.2 集計量の動学 

(10)式を集団𝑖𝑖について合計すると、全体の新規感染者は、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) ≡�𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

= �𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)�(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗𝑖𝑖

= 𝛽𝛽0 ��𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

���(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

� (11) 

となる。(1)式を用いて(11)式から未感染者を消去すると、新規感染者は各集団の感染者と
回復者・死亡者の関数として𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝐈𝐈,𝐑𝐑)と表すことができる。ここで、I と R は、各集団の
感染者と回復者・死亡者をベクトルで表示したものである。 
また、各時点での未感染者、感染者、回復者・死亡者は、 

𝑆𝑆(𝑡𝑡) ≡�𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

 

𝐼𝐼(𝑡𝑡) ≡�𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

 

𝑅𝑅(𝑡𝑡) ≡�𝑅𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

 

と定義し、(2)式、(3)式、(4)式を集団𝑖𝑖について合計し、(11)式を利用することで、ネッ
トワーク SIR モデルの動学は、 

�̇�𝑆(𝑡𝑡) = −𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁�𝐈𝐈(𝑡𝑡),𝐑𝐑(𝑡𝑡)� (12) 
𝐼𝐼(̇𝑡𝑡) = 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁�𝐈𝐈(𝑡𝑡),𝐑𝐑(𝑡𝑡)� − 𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡) (13) 

�̇�𝑅(𝑡𝑡) = 𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡) (14) 
と表される。 
集団𝑖𝑖の人口を𝑁𝑁𝑖𝑖とすると、新規死亡者（人口の減少）は、 

−�̇�𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡) = 𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡) (15) 
と表される。医療資源制約が致死率に影響を与える可能性を考慮し、(15)式は、致死率が
感染者総数に依存するように定式化している。全体の新規死亡者は、(15)式を合計して、 

−�̇�𝑁(𝑡𝑡) = �𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

(16) 

で表される。 
 
2.3 ファクターX としての感染症対策 
感染症対策として、ここではすべての個人の活動量を一律に比例的に抑制する対策を考

える。減少率を𝑥𝑥とすると、新規感染者を示す(11)式は、 
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𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽0 ���1− 𝑥𝑥(𝑡𝑡)�𝑖𝑖
𝑖𝑖

𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)����1− 𝑥𝑥(𝑡𝑡)�(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

�

= 𝛽𝛽0�1− 𝑥𝑥(𝑡𝑡)�2 ��𝑖𝑖
𝑖𝑖

𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)���(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

� (17)

 

に変形される。感染症対策の効果指標を 
𝑋𝑋2(𝑡𝑡) ≡ �1− 𝑥𝑥(𝑡𝑡)�2 

と定義すると、(17)式は、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) = 𝑋𝑋2(𝑡𝑡)𝛽𝛽0 ��𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

���(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

� 

と変形され、感染症対策は新規感染者を減少させるファクターX として表現される。次節
では、集団ごとに活動制限を違える対策を考えるが、その場合には一律活動制限のように、
対策の指標とファクターX を直接的な関係で示すことができない。そのため、対策のない
場合の(11)式の新規感染者と対策の結果として生じる新規感染者を比較して、𝑋𝑋2を定義す
ることになる。 
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3. 感染症対策 

3.1 異質性の考慮 
同質的な個人を想定しているときは、代表的個人の経済厚生をもとに社会的厚生関数を

設定することが自然である。ただし、感染や感染症対策により所得への影響が個人間で異
なる場合には、それを平準化する所得再分配政策がとられていることが、暗黙の前提条件
になる。 

2 節のモデルで導入した活動量の違いが個人の効用関数の違いから生じているとしたら、
代表的個人の設定は困難になる。しかし、現実妥当性をもつ活動量と紅葉の関係を定式化
することも困難である。ここでは、活動量の違いと個人の効用関数の形状は無関係と想定
する 4。 
集団の個人の期待効用は、岩本(2021a、[13]式)と同様の手順で、 

𝑉𝑉𝑖𝑖(0) = � �̇�𝐹(𝑡𝑡) �� 𝑁𝑁−𝜌𝜌𝜌𝜌𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑠𝑠)𝑢𝑢�𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑠𝑠)�𝑑𝑑𝑠𝑠
𝑡𝑡

0
+ � 𝑁𝑁−𝜌𝜌𝜌𝜌𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑢𝑢(𝑌𝑌�)𝑑𝑑𝑠𝑠

∞

𝑡𝑡
� 𝑑𝑑𝑡𝑡

∞

0

= 𝑉𝑉𝑖𝑖 − � 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)− 𝑢𝑢�𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)��𝑑𝑑𝑡𝑡
∞

0

−� �𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡 �−�̇�𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)�� 𝑁𝑁−𝜌𝜌(𝜌𝜌−𝑡𝑡)𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)𝑑𝑑𝑠𝑠
∞

𝑡𝑡
� 𝑑𝑑𝑡𝑡

∞

0
(18)

 

と求められる。ここで、𝑡𝑡時点までにワクチンが開発されている確率は、 
𝐹𝐹(𝑡𝑡) = 1 − 𝑁𝑁−𝜈𝜈𝑡𝑡 (19) 

としている。(19)式を時間微分したものと(15)式を(18)式に代入して整理すると、 

𝑉𝑉𝑖𝑖 − 𝑉𝑉𝑖𝑖(0) = � 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡�𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)[𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)− 𝑢𝑢(𝑌𝑌𝑖𝑖)] + 𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝜆𝜆𝑁𝑁,𝑖𝑖�𝑑𝑑𝑡𝑡
∞

0
(20) 

となる。ここで、感染前経済での𝑡𝑡時点以降の効用を 

𝜆𝜆𝑁𝑁,𝑖𝑖 ≡ � 𝑁𝑁−𝜌𝜌(𝜌𝜌−𝑡𝑡)𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)𝑑𝑑𝑠𝑠
∞

𝑡𝑡
(21) 

と定義している。これを所得の限界効用で除すると統計的生命価値（value of a statistical 
life）となるが、(21)式に基づくと、所得の違いによって統計的生命価値が違うことになる。
統計的生命価値の実際の運用では、所得の違いを問わない平均所得を用いており、本稿の
モデルでも社会厚生関数を考える際には、感染前経済の平均所得からの効用に基づき、統
計的生命価値を、 

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉 ≡
∫ 𝑁𝑁−𝜌𝜌(𝜌𝜌−𝑡𝑡)𝑢𝑢(𝑌𝑌�)𝑑𝑑𝑠𝑠∞
𝑡𝑡

𝑢𝑢′(𝑌𝑌�)
(22) 

と定義する。ここで、感染前経済の平均所得（1人当たり潜在 GDP）を、 

 
4 感染機会の高い活動と所得水準は相関するかもしれないので、次節で議論する。 
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𝑌𝑌� ≡�𝑌𝑌�𝑖𝑖
𝑖𝑖

𝑁𝑁𝑖𝑖 

と定義している。 
1 人当たり潜在 GDP水準で個人の効用をテーラー展開すると、 

𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖) ≈ 𝑢𝑢(𝑌𝑌�) + 𝑢𝑢′(𝑌𝑌�)(𝑌𝑌�𝑖𝑖 − 𝑌𝑌�) (23) 
となる。また、感染症発生後の個人の効用を、1人当たり潜在GDP水準でテーラー展開す
ると、 

𝑢𝑢�𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)� ≈ 𝑢𝑢(𝑌𝑌�) + 𝑢𝑢′(𝑌𝑌�)(𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)− 𝑌𝑌�) (24) 
となる。 

(23)式と（24）式の差をとると、感染前経済からの効用の低下は、 
𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)− 𝑢𝑢(𝑌𝑌𝑖𝑖) ≈ 𝑢𝑢′(𝑌𝑌�)�𝑌𝑌�𝑖𝑖 − 𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)� 

と表され、𝑡𝑡時点の貨幣価値化された厚生損失は、 

𝑢𝑢(𝑌𝑌�𝑖𝑖)− 𝑢𝑢�𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)�
𝑢𝑢′(𝑌𝑌�) ≈ 𝑌𝑌� − 𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡) (25) 

となり、所得損失として表される。個人の効用をその個人の潜在 GDP 水準で線形近似し
た場合に比較して、２つの線形近似の差から貨幣価値化された厚生損失を導いているため、
近似誤差は大きくなっている。その意味で、所得の異質性から生じる問題を無視すること
の誤差が生じているといえる。通時的な厚生損失は、(20)式を所得の限界効用で除して、
(25)式を代入し、統計的生命価値として(22)式を用いることで、 

𝑉𝑉𝑖𝑖 − 𝑉𝑉𝑖𝑖(0)
𝑢𝑢′(𝑌𝑌�) ≈ � 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡�𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑌𝑌� − 𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑡𝑡)�+ 𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉�𝑑𝑑𝑡𝑡

∞

0
 

と表すことができる。 
 
3.2 選択的活動制限 
集団ごとに活動制限を課し、活動量を𝑧𝑧𝑖𝑖だけ抑制する感染症対策を考えると、新規感染

者は(11)式から、 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽0 ���𝑖𝑖 − 𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

����𝑗𝑗 − 1− 𝑧𝑧𝑗𝑗(𝑡𝑡)� 𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

� 

に変形される。活動制限の費用は、制限された活動量に関係する所得が失われることにな
ることである。ここで、感染前経済の所得からの減少率を𝑦𝑦𝑖𝑖とし、これが活動抑制量の増
加関数であるとすると、各集団の個人の所得は、 

𝑌𝑌𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑖𝑖) = �1− 𝑦𝑦𝑖𝑖(𝑧𝑧𝑖𝑖)�𝑌𝑌�𝑖𝑖 
と表される。 
岩本(2021a)での多次元 SIR モデルでの最適化問題と同様に、(3)式、(4)式、(15)式を制

約とし、貨幣価値化された厚生損失を最小化する問題 
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min
𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)

� 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡 ��𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑖𝑖�𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑌𝑌�𝑖𝑖
𝑖𝑖

+ �𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉
𝑖𝑖

�𝑑𝑑𝑡𝑡
∞

0
 

を考えることができる。これは、岩本(2021a、[39]式)と個人の所得の違いを考慮した以外
の構造は同じである。本稿では、感染症対策を活動の減少量として定式化しているため、
政策変数を所得減少率ではなく、活動減少量としている。 
この問題のハミルトン関数は、 

𝐻𝐻∗(𝑡𝑡) = 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡𝐻𝐻(𝑡𝑡)

= 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡 ��𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑖𝑖�𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑌𝑌�𝑖𝑖
𝑖𝑖

+ �𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉
𝑖𝑖

+ �𝜆𝜆𝐼𝐼,𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖�−𝐳𝐳(𝑡𝑡), 𝐈𝐈(𝑡𝑡),𝐑𝐑(𝑡𝑡)� − 𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)�
𝑖𝑖

+�𝜆𝜆𝑅𝑅,𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

+ �𝜆𝜆𝑁𝑁,𝑖𝑖(𝑡𝑡)�−𝜙𝜙𝑖𝑖�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)�
𝑖𝑖

� 

となる。ここで、z は活動減少量のベクトルである。活動減少量が内点解である場合は、
望ましい活動制限の条件は、 

�𝜆𝜆𝐼𝐼,𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝜕𝜕𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝜕𝜕�−𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑖𝑖

=
𝑑𝑑𝑦𝑦𝑖𝑖
𝑑𝑑𝑧𝑧𝑖𝑖

𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑌𝑌�𝑖𝑖 (26) 

によって与えられる。 
新型コロナウイルス感染症の致死率は年齢によって大きな開きがあり、年齢階層別の集

団を構成した場合には、致死率の違いは重要である。しかし、活動量と致死率の関係はあ
まり意識されることはなく、知見がない。そこで、致死率が活動量と無関係だと想定する
と、最小化問題は、(13)式、(14)式、(16)式を制約として、 

min
𝑥𝑥𝑖𝑖(𝑡𝑡)

� 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡 ��𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑖𝑖�𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�
𝑖𝑖

𝑌𝑌� + 𝜙𝜙�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉�𝑑𝑑𝑡𝑡
∞

0
 

となり、集計量の動学で考えることができる。 
この問題のハミルトン関数は、 

𝐻𝐻∗(𝑡𝑡) = 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡𝐻𝐻(𝑡𝑡)

= 𝑁𝑁−(𝜌𝜌+𝜈𝜈)𝑡𝑡 ��𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑦𝑦𝑖𝑖�𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�𝑌𝑌�𝑖𝑖
𝑖𝑖

+ 𝜙𝜙�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)𝑉𝑉𝑆𝑆𝑉𝑉

+ 𝜆𝜆𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁�−𝐳𝐳(𝑡𝑡), 𝐈𝐈(𝑡𝑡),𝐑𝐑(𝑡𝑡)� − 𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)�+ 𝜆𝜆𝑅𝑅(𝑡𝑡)𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡) + 𝜆𝜆𝑁𝑁(𝑡𝑡)�−𝜙𝜙�𝐼𝐼(𝑡𝑡)�𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)�� 

となり、(26)式での各個人のラグランジュ乗数は等しくなる形で、望ましい活動制限の条
件が、 

𝜕𝜕𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) 𝜕𝜕�−𝑧𝑧𝑖𝑖(𝑡𝑡)�⁄
𝑑𝑑(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑁𝑁𝑖𝑖(𝑡𝑡)𝑌𝑌�𝑖𝑖) 𝑑𝑑𝑧𝑧𝑖𝑖⁄ = 𝜆𝜆𝐼𝐼(𝑡𝑡) (27) 

として得られる。(27)式の左辺の分子は各個人について活動を制限することによる新規感
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染者の減少効果であり、分母は活動制限の限界費用である。つまり、左辺は活動制限の増
分費用効果比（ICER、incremental cost–effectiveness ratio）であり、これが各個人につい
て等しくなるように活動制限を設定することが望ましいことを示している。 

 
3.3 増分費用効果比から見た対策の選択 
活動量の高い未感染者は、感染確率が高いという意味でハイリスク集団である。しかし、

(27)式はただちに、ハイリスク集団の行動を制限すべきであることを意味しておらず、活
動制限の費用を同時に勘案すべきであることを示唆している。削減率が大きくなる対象は、
より低い費用で同じ感染予防効果をあげられる個人、あるいは同じ費用でより高い感染予
防効果をあげられる個人になる。 
ハイリスク集団の行動を制限すべきという議論では、個人の活動を制限する費用が無視

できるほど小さいか、あるいは個人間で（大きく）変わらないと暗黙に想定していると考
えられる。例えば、外出自粛の要請では、行政の事務費用は人数に比例するとしても、個
人間で違わない、という想定である。このとき、(27)式左辺の分母の費用の個人差は無視
することができて、分子の感染確率への影響の個人差を見て、どの集団の活動を抑制すれ
ばよいかを考えればよい。 
しかし、外出しての社会経済活動が生み出す付加価値が個人間で異なるならば、この議

論はかならずしも成立しない。活動的な個人が生み出す付加価値が大きければ、活動を制
限する費用が大きくなり、その個人の活動を制限することがかならずしも望ましいとは言
えなくなってくる。事業者への営業制限も同様に考えられ、ただ事業にともなう感染リス
クのみで、どの事業者の営業を制限すべきかを決めることはできない。 
職場での活動を「タスク」とみなして考えると、𝑑𝑑(𝑦𝑦𝑌𝑌�) 𝑑𝑑𝑧𝑧⁄ はタスクの限界生産性を表す

と解釈できる。限界生産性はただちには観察できないが、タスク間の限界生産性の違いが
平均生産性にも反映されて、限界生産性の高いタスクが平均生産性の高いタスクだと考え
ると、平均生産性（接触当たり付加価値）が低いタスクをより多く減少させることが望ま
しいことが予想される。接触回数と労働時間が正に相関するならば、労働生産性が低いタ
スクをより多く減少させることが望ましいことが予想される。岩本(2022a)では、「接触型
タスク」と生産性が負の相関があると考えると、現実に生じている新型コロナウイルス感
染症の影響を説明できるとしており、本節の議論はその理論的根拠を説明するものである。 

 
3.4 動学的最適化と静学的最適化 

(27)式は、最適な対策を、選択的活動制限のある時点の（静学的）最適化と新規感染者
の集計量の動学的最適化に切り分けて考えられることを示唆している。図 2 は、選択的活
動制限で解くべき問題を示したものであり、横軸にある時点での人的被害（健康被害）、
縦軸にその時点での経済的被害をとっている。曲線は、同じ人的被害のもとで最も経済的
被害の少ない対策（これは、同じ経済的被害のもとで最も人的被害の小さい対策でもある）
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の帰結を表している。経済学では、「効率性フロンティア」（efficiency frontier）と呼ばれ
る。フロンティア上にある対策では、そこから人的被害を小さくすることを目指せば経済
的被害が大きくなってしまう、あるいはそこから経済的被害を小さくすることを目指せば
人的被害が大きくなってしまう、という意味で、健康と経済のトレードオフが存在してい
る。 

 
図 2 選択的活動制限でのトレードオフ 

 
 
ある活動制限の帰結がフロンティアの内側での図の A 点であるとすると、人的被害と経

済的被害のどちらか、あるいは両方を軽減することができる。(27)式は、そのためにどの
ように活動を変化させればよいかを示すものである。フロンティア上のどこが選択される
かは𝜆𝜆𝐼𝐼が規定しており、Ｂ点が選択された場合、そこでのフロンティアの接線の傾きが𝜆𝜆𝐼𝐼
に対応する。このように、フロンティアの内側ではなく、フロンティア上を選択するとい
う静学的問題と、フロンティア上のどこを選択するかという集計量の動学的問題を仕分け
して考えることができる。 
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4. ファクターX としての局所的集団免疫効果 

4.1 集団免疫閾値と流行最終規模の推計 
同質的 SIR モデルとネットワーク SIR モデルを用いた流行最終規模と集団免疫閾値の推

計結果を概観しよう（表 1）。 
新型インフルエンザについては、Ferguson et al. (2006)は、基本再生産数を 1.7として、

流行最終規模を米国で 55%、英国で 68%と推計している。同質的 SIR モデルでは 69%と
なるので、米国では接触構造を加えることで低めの推計値を得ている。 
なお、各国が新型インフルエンザ対策で流行シナリオを設定しているが、国際保健機関

（WHO）の「Pandemic Influenza Risk Management Guidance」5（2017年、p.50）では、
基本再生産数を 1.5 から 2.0 として人口の 25%から 45%が発症する想定を例示している。
日本の「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」のシナリオは、1993 年の The 7th 
European meeting of Influenza and its Prevention での勧告（Aymard et al. 1994）にしたが
い、人口の 25%が発症するとしている。 
新型コロナウイルス感染症については、Ferguson et al. (2006)のモデルの延長線上にあ

る Ferguson et al. (2020)は、基本再生産数 2.4として、米国と英国で 81%が感染すると推
計している。同質的な SIR モデルでは 88%が感染するので、若干低めの推計値となってい
る。 

Aguas et al. (2020)、Gomes et al. (2022)は、ネットワークモデルに基づき、実際の流行
曲線からネットワークモデルのパラメータと集団免疫閾値を推計している。Gomes et al. 
(2022、Fig 4)は、基本再生産数はイングランドで 2.8、スコットランドで 3 と推定し、集
団免疫閾値はイングランドで 25.48%（24.61–25.89%）、スコットランドで 26.75%
（25.81–27.52%）と推定している。Aguas et al. (2020)は、スペインについて、基本再生産
数を 3.6、集団免疫閾値を 19%（13–36%）と推定している。ポルトガルの流行曲線にも当
てはめているが、信用区間が非常に大きくなっており、早期の公衆衛生的介入によって感
染速度が低下したことからモデルの当てはめが難しくなった可能性を示唆している。その
他、数値を明示的に言及していないが、シミュレーション結果を図示したものとして、
Dimarco et al. (2021、Fig 1)、Kawagoe et al. (2021、FIG2)がある。 
なお、ネットワークモデルではない研究では、Britton, Ball and Trapman (2020)は、3 段

階の活動量（人口の 50%が標準的な活動量で、25%が標準の半分、25%が標準の倍）を設
定して、基本再生産数を 2.5 とし、集団免疫閾値は同質的 SIR モデルの 60%から 46.3%に
なると計算している。 

 
表 1 集団免疫閾値と流行最終規模 

 
5 https://apps.who.int/iris/handle/10665/259893 

https://apps.who.int/iris/handle/10665/259893
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 対象 基本再生産数 集団免疫閾値
／流行最終規

模 

同質的 SIRモ
デルの予測値 

（新型インフルエンザ：流行最終規模） 
Ferguson et al. 英国 1.7 68% 69% 
 米国 1.7 55% 69% 
WHO  1.5–2.0 25–40% 58–80% 
新型インフル
エンザ等対策
政府行動計画 

日本  25%  

（新型コロナウイルス感染症：流行最終規模） 
Ferguson et al. 英国、米国 2.4 81% 88% 

（ネットワークモデル：集団免疫閾値） 
Aguas et al. スペイン 3.6 19% 

(13–16%) 
72% 

 ポルトガル 2.7 13% 
(3–69%) 

63% 

Gomes et al. イングランド 2.8 25.5% 
(24.6–25.9%) 

64% 

 スコットラン
ド 

3 26.8% 
(25.8–27.5%) 

67% 

（注）集団免疫閾値の括弧内の数値は 95%信用区間。同質的 SIR モデルの予測値は、基本
再生産数の設定から筆者が計算。 
 
4.2 新規感染への影響 
局所的集団免疫効果をファクターX として表現するために、未感染者と感染者の平均活

動量を、 

𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) ≡
1
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

�𝑖𝑖
𝑖𝑖

𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡) (28) 

𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡) ≡
1
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

�𝑗𝑗𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

(29) 

と定義する。(29)式より、 

�(𝑗𝑗 − 1)𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

= 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)𝐼𝐼(𝑡𝑡)−�𝐼𝐼𝑗𝑗(𝑡𝑡)
𝑗𝑗

= 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 𝐼𝐼(𝑡𝑡) = (𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (30) 

であることから、(28)式と(29)式を(11)式に代入すると、 
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽0𝑋𝑋2(𝑡𝑡)𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (31) 
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が得られる。 
𝛽𝛽(𝑡𝑡) ≡ 𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝑋𝑋2(𝑡𝑡) (32) 

と定義して、(31)式に代入すると、新規感染者の発生は、 
𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁𝑁(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (33) 

と書くことができる。岩本(2022b)で定式化された感染率𝛽𝛽を時間的に変化させるファクタ
ーX が、このモデルでは社会ネットワークの特性によって表現されている。 
ファクターX を構成する未感染者、感染者の平均活動量の動学は、 

�̇�𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) = −𝛽𝛽(𝑡𝑡)𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (34) 
�̇�𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽(𝑡𝑡)�𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) + �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)− 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)��𝑆𝑆(𝑡𝑡) (35) 

と表される。ここで𝐶𝐶𝑉𝑉2は、未感染者の分布の変動係数の自乗であり、 

𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2 ≡
(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡)− �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2

�𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2
(36) 

(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡) ≡
1
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

�𝑖𝑖2𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

(37) 

で定義される。(34)式と(35)式の導出は、4.4 節にまとめてある。Novozhilov (2008)が示
したように、活動量が連続変数で未感染者の初期分布がガンマ分布であると、その後の分
布もガンマ分布であり、変動係数は一定である。また、Dimarco et al. (2021)は、新規感染
の発生に攪乱項を加えて、一般化ガンマ分布で近似する方法で動学を分析し、結果として、
ここでの変動係数が一定の場合と同じ動学式を得ている。 
当然のことではあるが、すべての個人が同質的（同じ活動量）であれば、未感染者、感

染者、回復者・死亡者の平均活動量に変化はない。(34)式と(35)式では、未感染者では分
散がゼロ、感染者と回復者・死亡者の平均活動量に差がない、ことで変化がないことを示
している。 
 
4.3 シミュレーション 

(12)式、(13)式、(32)式、(33)式、(34)式、(35)式に基づくシミュレーションによって、
ファクターX が時間的に減少して、同質的モデルよりも早く集団免疫が達成されることを
見る。何も対策をとらない場合の被害想定を作成する用途を想定して、𝑋𝑋2 = 1とする。同
質的 SIRモデルでの基本再生産数を 2.5、平均世代期間を 6日と設定し、初期の感染者は、
新型コロナウイルス感染症対策専門家会議が「これから１～２週間が瀬戸際」とする見解
を発表した 2 月 24 日、政府がイベント等の自粛を要請した 2 月 26 日頃の実績値に近い
10−6とした（岩本 2021b）。変動係数の自乗𝐶𝐶𝑉𝑉2は、1 と 2 を用いる（付録では、変動係数
の自乗を推定した研究を展望している）。 
図 3（A）は、𝐶𝐶𝑉𝑉2 = 1（指数分布）のときのネットワークモデルと同質的モデルの未感
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染者と感染者の推移を示したものである 6。2 つのモデルで感染者が増加する最初の時期は
似通っているが、ネットワークモデルはやがて成長が鈍化して、低い水準でピークを迎え
る。最終的な感染者数は、同質的モデルでは 89%となるが、ネットワークモデルでは 46%
にとどまる。集団免疫閾値は同質的モデルの 60%から、ネットワークモデルでは 28%へと
半減する。 
 
図 3 未感染者数、感染者数、実効再生産数の推移（𝐶𝐶𝑉𝑉2 = 1） 
（A） 

 
（B） 

 
（注）（A）横軸は日、縦軸は人口（総人口を 1 に基準化）、実線はネットワークモデル、
点線は同質的モデル、青は未感染者、オレンジは感染者を示す。（B）横軸は日、縦軸は実
効再生産数、実線はネットワークモデル、点線は同質的モデルを示す。 

 
6 指数分布に基づくシミュレーションは、Dimarco et al. (2021)に見られる。 
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図 3（B）は、ネットワークモデルと同質的モデルの実効再生産数の推移を示したもので

あるが、両者の動きはかなり重なっている。しかし、実効再生産数の低下の原因を考える
と、同質的モデルでは未感染者の減少によるものであるが、ネットワークモデルでは社会
ネットワークの構造によって流行が鈍化するものであり、両者の原因は異なっている。 
図 4（A）は、𝐶𝐶𝑉𝑉2 = 2のときの同質的モデルとネットワークモデルの未感染者と感染者

の推移を示したものである。ネットワークモデルでは、流行の立ち上がりが早まるが、す
ぐにピークを迎え、流行最終規模は 39%にとどまる。集団免疫閾値は 24%となる。 
 
図 4 未感染者数、感染者数、実効再生産数の推移（𝐶𝐶𝑉𝑉2 = 2） 
（A） 

 
（B） 

 
（注）（A）横軸は日、縦軸は人口（総人口を 1 に基準化）、実線はネットワークモデル、
点線は同質的モデル、青は未感染者、オレンジは感染者を示す。（B）横軸は日、縦軸は実
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効再生産数、実線はネットワークモデル、点線は同質的モデルを示す。 
 
図 4（B）は、ネットワークモデルでは実効再生産数は当初の 2.5 から高まり、その後急

速に低下する。指数分布よりも高い変動係数を持つ場合には、このような一時的な高まり
が見られることが特徴である（逆に、指数分布よりも低い変動係数の場合は、実効再生産
数は初期に急に低下して、その後いったん横ばいになった後、また低下していく。
Dimarco et al. (2021)は、ファクターX の構成要素について、このような推移を示している。 
 
4.4 平均活動量の動学の計算 
未感染者の動学は、(2)式に(10)式を代入して、(30)式を利用すると、 

�̇�𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡) = −𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (38) 
となり、未感染者全体の動学は、(12)式に(31)式を代入して、 

�̇�𝑆(𝑡𝑡) = −𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡) (39) 
となる。未感染者の平均活動量の動学式(34)は、(32)式、(36)式、(37)式、(38)式、(39)
式を利用して、 

�̇�𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) = �𝑖𝑖�
�̇�𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

−
𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

�̇�𝑆(𝑡𝑡)
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

�
𝑖𝑖

= −�
𝑖𝑖𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)

𝑆𝑆(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

+ �𝑖𝑖
𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

= −𝛽𝛽0 ��
𝑖𝑖2𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑆𝑆(𝑡𝑡)

𝑖𝑖

� (𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡) + 𝛽𝛽0�𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)

= −𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)
(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡)− �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2

𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡) = −𝛽𝛽(𝑡𝑡)𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝐼𝐼(𝑡𝑡) 

と導かれる。 
感染者の動学は、(3)式に(10)式を代入して、(30)式を利用すると、 

𝐼𝐼�̇�𝑖(𝑡𝑡) = 𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡) (40) 
となり、感染者全体の動学は、(13)式に(31)式を代入して、 

𝐼𝐼(̇𝑡𝑡) = 𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡) (41) 
となる。感染者の平均活動量の動学式(35)は、(32)式、(36)式、(37)式、(40)式、(41)式
を利用して、 
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�̇�𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡) = �𝑖𝑖�
𝐼𝐼�̇�𝑖(𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

−
𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

𝐼𝐼(̇𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

�
𝑖𝑖

= �𝑖𝑖
𝛽𝛽0𝑖𝑖𝑆𝑆𝑖𝑖(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)

𝐼𝐼(𝑡𝑡)
𝑖𝑖

−�𝑖𝑖
𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

(𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1) − 𝛾𝛾)
𝑖𝑖

= 𝛽𝛽0(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)− 𝛾𝛾𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1) + 𝛾𝛾𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)

= 𝛽𝛽0[(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡)− 𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)]𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)

= 𝛽𝛽0 �(𝑋𝑋2)𝑆𝑆(𝑡𝑡)− �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2 + �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)�2 − 𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)� 𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)

= 𝛽𝛽0𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)(𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)− 1)�𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) + �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)− 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)��𝑆𝑆(𝑡𝑡)

= 𝛽𝛽(𝑡𝑡)�𝐶𝐶𝑉𝑉(𝑡𝑡)2𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡) + �𝑋𝑋𝑆𝑆(𝑡𝑡)− 𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)��𝑆𝑆(𝑡𝑡) 
となる。 
同様に回復者・死亡者の平均活動量の動学は、(4)式、(14)式を利用して、 

�̇�𝑋𝑅𝑅(𝑡𝑡) = �𝑖𝑖�
�̇�𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

−
𝑅𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

�̇�𝑅(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

�
𝑖𝑖

= �𝑖𝑖
𝛾𝛾𝐼𝐼𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝐼𝐼(𝑡𝑡)

𝐼𝐼(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

𝑖𝑖

−�𝑖𝑖
𝑅𝑅𝑖𝑖(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

𝑖𝑖

= �𝑋𝑋𝐼𝐼(𝑡𝑡)−𝑋𝑋𝑅𝑅(𝑡𝑡)�
𝛾𝛾𝐼𝐼(𝑡𝑡)
𝑅𝑅(𝑡𝑡)

 

となる。 
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5. 結論 

本稿で考察したモデルでは、個人レベルで見た感染力が未感染者の社会経済活動量に比
例し、かつ感染者の社会経済活動量の平均に比例する、という関係が想定されている。こ
のことから、感染症対策では、個人の異質性に応じて活動制限を違える選択的活動制限を
とる価値が生じる。疫学モデルで社会経済活動が生む価値を考慮しないと、活動制限の効
果のみに着目した議論になってしまうが、社会経済活動を制限する費用を考慮して、様々
な手段の増分費用対効果比を比較して対策を講じることが望ましい。 

SIR モデルが動学モデルであることから通時的最適化として感染症の流行全体のなかで
のある時点での活動制限が規定されると同時に、多次元モデルであることから静学的最適
化としてその時点での選択的な活動制限が規定され、両者は整合的な枠組みに統一される。 
職場での感染に着目すると、感染リスクと付加価値のタスク間の相関関係が重要である。

感染リスクの高いタスクの付加価値が低いと、低所得者の従事する事業を大きく縮小させ
ることが効率的となるので、別に所得再分配政策をとることによって、負担を全体で平準
化することが政策上、重要である。 
また、本稿で説明されたモデルは、社会ネットワークの構造から局所的集団免疫効果が

生じる。モデルの数値計算では、未感染者のネットワークでの接触数の分布の変動係数が
重要なパラメータとなる。初期分布がガンマ分布であると、以降の分布もガンマ分布とな
り、変動係数は一定になる。このような想定のもとでの集団免疫の達成を定量化しようと
した研究では、集団免疫閾値（実効再生産数が 1 を切るときの累積感染者）が同質的 SIR
モデルの予測の半分以下になる。 
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